
く研究論文＞

地理教育と公民教育の連携によるシティズンシップ育成の可能性

ー公民教育におけるシティズンシップの理論および実践を手がかりとして一

l. はじめに一本論文の目的と方法一

近年， 日本の社会科教育では「シティズンシッ

プの育成」ということがさかんに主張されるよう

になった。本論文の目的は，その中でも，近年

その必要性が議論されている，地理教育におけ

るシティズンシップの育成について，公民教育

の立場から，両者の連携・協力の可能性を追究

することにある。こうした目的を達するため，

本論文では以下のような方法を採用する。

第一に，そもそも私たちはどのような「シ

ティズンシップ」を構想すべきかについて，最

近のシティズンシップに関する先行研究を手が

かりに再検討する。具体的には，経済産業省の

シティズンシップ教育に関する研究会の報告書

を題材として，シティズンシップが，ある特定

の文脈のみで語られるときに現れる「排除」の

論理の問題点を指摘する。そのうえで，シティ

ズンシップの育成にあたっては，異質な他者を

可能な限り「受け入れる」という視点が重要で

あることを主張する。

第二に，こうした異質な他者を「受け入れる」

という性質をもつシティズンシップの育成は，

公民教育と，多文化教育や国際理解教育の実績

がある地理教育との連携において，効果的に実

現できることを主張する。具体的には，筆者の

「国際紛争の平和的解決」に関する公民教育の

実践が，地理的視点を欠いたために，シティズ

ンシップの育成にとって不十分な結果に終わっ

たことを手がかりとして，地理的事象の分析を

踏まえた「価値判断・意思決定」や，地理的見

方・考え方を通じて，他者の考え方や価値観に

共感する態度の形成＝「優しい人間の育成」が
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重要であることを指摘する。

最終的に，シティズンシップの育成にあたっ

て，地理教育と公民教育の，内容・方法の両面

における関連性について検討し，歴史教育も含

めた社会科教育全体におけるシティズンシップ

の育成も視野に入れつつ，地理教育と公民教育

の連携・協力の方向性が模索されることとなる。

2. 「シティズンシップ」の再検討ー最近のシ

ティズンシップに関する議論を通じて一

(1)「シテイズンシップ教育宣言」

シティズンシップが日本でも論じられるよう

になった直接のきっかけは， 2002年からイギリ

スで始まった新教科「シティズンシップ」であ

る。イギリスのシティズンシップ教育の日本へ

の影響については，すでに多くの先行研究があ

る。

日本におけるシティズンシップ教育の方向性

について，経済産業省は「シティズンシップ教育

と経済社会での人々の活躍についての研究会」

を設置し， 2006年に報告書を発表した。この報

告書は，社会科教育・公民教育の分野では，あ

まり注目されていないが，この報告書で取り上

げられているシティズンシップ教育の内容や方

法の多くは，社会科・地理歴史科・公民科と重

なるところが多い。本論文ではまず， この報告

書と，その普及版である「シティズンシップ教

育宣言」を手がかりに現在日本において，シ

ティズンシップ教育がさかんに主張される背景

を考察する（以下それぞれ「報告書」「宣言」と

略記する）叫

報告書・宣言は，社会のどのような場面でシ



ティズンシップが必要とされるかについて，「シ

ティズンシップを内包する社会分野」として，

次の 3分野に整理している(2)。

公的・共同的な活動（社会・文化活動）

地域や学校仲間などの中で．市民の多様なニー

ズや社会的な課題に対応するために，政府でもなく

企業でもなく．市民一人ひとリが自分たちの意思に

基づいて，関係者と協力して取リ組むこと

政治活動

民主主義社会での司法・立法過程や政策決定過程

等において，積極的に関与・参画し．自分たちの生

活を左右したリ，社会のしくみに影響を及ぼしたリ

する政策に．自分たちの意思を反映しようとする活

動

経済活動

他者と関わリ合いながら，社会が必要とする商品

やサービスの生産・提供に参加すること，及び，ア

クティブな消費者として自分たちの生命や資産を

守リながら．さらにそれに留まらず，社会全体に

とってプラスと考えられる消費• 生活行動を実現す

ること

これまで，シティズンシップのあり方をめ

ぐっては，社会科の中でも公民教育の分野を中心

に，例えば「政治教育におけるシティズンシッ

プ」「法教育におけるシティズンシップ」など，

個別の内容領域でシティズンシップのあり方を

提案する研究が多かった叫このことは，シティ

ズンシップ理論の深まりにとって不可欠であっ

たと考えられる一方，かえってシティズンシッ

プを多義的なものとし， ともすれば概念が分散

的・拡散的で，社会科教育のキーコンセプトと

しての位置づけを問いなおす見解もあった(4)0

しかし，報告書・宣言は，理論、実践双方の

研究者が策定にかかわり，シティズンシップ教

育の「対象領域」を明らかにした。すでに，報

告書・宣言を手がかりとして，「公的・社会的」

「政治的」「経済的」それぞれの分野に関するシ

ティズンシップ教育の実践も報告されている叫

報告書・宣言が， 日本におけるシティズンシッ

プ研究の理論的枠組みと実践の指針を示した意

義は，必ずしも小さくない。

(2)「アクティブ」であることの陥穿

ところで，報告書・宣言は「シティズンシッ

プ」そのものを次の通り定義している(6)0

多様な価値観や文化で構成される社会において．個

人が自己を守リ，自己実現を図るとともによリよ

い社会の実現に寄与するという目的のために．社会

の意思決定や運営の過程において，個人としての権

利と義務を行使し，多様な関係者と積極的に（アク

ティブに）関わろうとする資質。
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この定義で注目すべきなのは，シティズンシッ

プの重要な要件として，「積極的に（アクティブ

に）」ということが強調されていることである。

報告書・宣言ではこの他にも，直接明示されて

いるかはともか<. 「アクティブ」がすべての分

野の活動において重視されている。社会科教育

の他の研究においても，「アクティブ」がシティ

ズンシップの重要な構成要件であることはしば

しば指摘されている(7)0

確かに，個人がさまざまな場面で「アクティ

ブ」に活動することは，社会の活性化にとって

必要不可欠である。個人が選挙において積極的

に自らの意思を示したり，市民運動や文化活動

や積極的に参加したりすることは，民主社会の

担い手を育てる社会科教育， とりわけ公民教育

において，これからも重要な資質として位置づ

けられることは論を待たない。

しかし一方で，「アクティブ」を強調するこ

とが，シティズンシップ教育のあり方を考える

うえで，思わぬ危険を内包していると考えられ

る。それは「アクティブ」になろうとしない人々

や，「アクティブ」になりたくてもなれない人々

を，社会から「排除」する空気を生まないか，

ということである。



21世紀初頭の日本経済は，グローバル化の流

れを受けて，規制緩和や国内市場の開放が進み，

多くの企業が外国資本と不断の競争を強いられ

ることとなった。不採算部門の整理と，それに

伴う人員削減は，企業の競争力を高めた一方，

失業や雇用不安を拡大させた。それに加えて，

財政分野でも，財政赤字の原因である公共事業

や福祉政策を縮小し，郵政事業など，これまで

政府が担ってきた仕事を市場競争に委ねる「構

造改革」が進められた。

こうした経済• 財政分野における一連の方向

性と，教育分野におけるシティズンシップの育

成は，無関係のようにも思える。しかし，シ

ティズンシップ教育の「アクティブ」が「構造

改革」と呼応することで，「グローバル経済の中

で，国際競争にアクティブに勝ち抜こう」とい

うメッセージと読み替えられるおそれがある。

それがひいては，例えば，路上生活者など「ア

クティブ」にならない人々や，心身に不自由が

あり，健常者と同様の「アクティブ」にはなれ

ない人々が，「シティズンシップを備えない者」

として「排除」されないかが懸念されるのであ

る。齋藤純一氏は，こうした「アクティブ」を

志向する社会において，例えば生活保護受給者

など，「アクティブ」でない人＝「能動性のテス

トにパスしない人びと」に対して，次のような

「処遇の変化」がもたらされることを危惧して

いる(8)。

問題は，社会がアクテイヴなものに変化するなら

ば彼女たちの社会的位置付け，彼らに対する表象

も大きく変化するということである。第一に，そう

した人びとは自己統治の能力を欠いた，あるいは

その意欲のない人びととして表象されるだろう。つ

まリ，無能で無用な人びととして。第二に，彼らは

たんに「余計者」としてだけでなく，社会の秩序を

潜在的に脅かす「リスキー」な人びととしても表象

されるだろう。

こうした指摘は，例えば，アルバイトや短期

派遣の仕事をしながら，家賃を支払えずネット

カフェで暮らす人々や，雇用や将来への不安に

耐えられず，「誰でもよかった」と（それ自体は

決して許されない）通り魔殺人を犯す若者に対

して，私たちが向ける眼差しと似ていないと言

えるだろうか。学校現場においても，いわゆる

「学力」の低い生徒や，卒業後の進路選択（と

りわけ就職活動）に意欲的でない生徒に対する評

価は，以前に増して厳しいものとなっている叫

こうした人々が社会の中で居場所を確保するた

めには，再び「アクティブ」になるために挑戦

しつづけるしかない（「再チャレンジ」）。うがっ

た見方かもしれないが，本研究会が「経済産業

省」のもとに置かれたのも，シティズンシップ

教育を通じて，個人や社会を「アクティブ」な

ものへと変化させ，そのことを通じて，国際競

争に勝ち抜き，さらなる経済成長を達成するた

め， と考えられなくもない。

(3)「受け入れる」視点へ

報告書・宣言自身は，シティズンシップのあ

り方について「私たち研究会の提言は，市民に

奉仕活動を義務づけたり，国家や社会にとって

都合のよい市民を育成しようという目的のもの

ではありません」と述べ，この提言が「ナショ

ナリズム」の変奏ではないことを強調してい

る(10)。しかし， これまでシティズンシップ教育の

ほとんどの先行研究では，ナショナル・アイデ

ンテイティとシティズンシップとを無自覚に同

一視することは，厳に避けられてきた。ここで

の問題はむしろ，仮に同じナショナル・アイデ

ンテイティを共有していても，国家や社会の発

展・成長に「アクティブ」に関わることができな

い者が，「排除」の対象となる危険があることで

ある。シティズンシップには，意図的であると

否とを問わず，政治的に加えて，経済的な「排

除」の力が内在することに注意する必要がある。
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こうした点を踏まえて，私たちはどのようなシ

ティズンシップの育成を構想すべきなのか。確



かに，シティズンシップのもつ「アクティブ」

さは，そうでない人を「排除」する危険をはら

んでいる。しかし，そもそもシティズンシップ

は，何らかの社会のあるべき姿や，そこでの市

民の行動のあり方を示すことを避けられない。

また，「アクティブ」が排除の機制をもつからと

いって，私たちはかつてのような右肩上がりの

高度成長に期待したり，「バラマキ」と批判され

る大きな政府に戻ることは，現時点では難しい

と考えられる。その中で，市民社会をある程度

「アクティブ」なものへと変化させ，経済的な

行き詰まりを打開しようという主張は，一定程

度考慮すべき内容を含んでいる。

こうした中で，私たちはシティズンシップ教育

のあらゆる場面で，「排除」の空気を生まないた

めに，他者との差異を可能な限り「受け入れる」

という視点に立つしかない。シティズンシップ教

育の NPOを運営する川中大輔氏は，シティズン

シップが，何でもこなせる「パーフェクトな市

民」を想定することで，そうでない人々を「『非

市民』として指弾する危険性を卒んでいる」と

の認識を示し，「市民教育の実践者は，その認識

に立ち，個々の『弱さ』に注目すべきである。

個々が『弱さ』を自覚し，それ故に支え合って

いく必要性を認識するところから，市民教育は

始まる」と述べている(11)。前出の齋藤氏もまた，

シティズンシップと関係の深い「公共性」につ

いて，「公共性を排除のない民主的空間として描

きだそうとするのであれば，無用とされる人び

と，『用済み』とされる人びとをつくりだすこと

を自明のこと，当然のこととして考える惰性態

としての思考習慣を根底から問いなおす必要が

ある」と述べ，社会的弱者を「役に立たない」

という理由で排除するのではなく，たとえ弱く

てもありのままに「受け入れる」公共性の必要

を主張している(12)0 

自分で自分の能力を積極的に伸ばす「アクティ

ブ」さは，確かに必要である。しかし一方で，自

分とくらべて，「アクティブ」にならない・なれ
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ない者に対して，そうした人が「アクティブ」

になるのを支援するとともに，仮に「アクティ

ブ」でなくても，そうした人をそのまま「受け入

れる」という視点が， どうしても必要である。

こうした点については，報告書・宣言でも，シ

ティズンシップを発揮するために必要な能力と

して「人権・尊厳の尊重，多様性・多文化の尊

重，異質な他者に対する敬意と寛容」をあげる

など，一定の配慮が見られる(13)。そもそも， 日本

国憲法にもとづく社会では，人間が人間らしく生

きる権利を行使するにあたって，「アクティブ」

であるかどうかといった，前提条件や留保は必

要ないはずである。社会科教育・公民教育も，

こうした理念に根ざしており，そこでは個々

の「アクティブ」を志向しつつも，そうでない

人を「受け入れる」といった，バランスのとれ

たシティズンシップが構想される必要がある。

3. 地理教育におけるシティズンシップの育成へ

の期待ー公民教育との連携の視点から一

前章では，現在多く議論されているシティズ

ンシップ教育で，過度に「アクティブ」が強調

されることを危惧し，シティズンシップの育成

にあたっては，異質な他者を「受け入れる」と

いう視点が重要であることを指摘した。それを

受けて，本章では，こうした視点を備えるため

に，「地理教育におけるシティズンシップの育

成」に期待できることを主張する。もっとも，

筆者は地理教育の専門家でないばかりか，地理

の授業実践の経験もない。地理教育におけるシ

ティズンシップの育成に関して，示唆的な言及

を行うには，はじめから限界がある。そこで本

章では，まず，筆者の公民教育の授業実践につ

いて，地理教育との連携不足という視点から，

課題を検証する。それを踏まえて，井田仁康氏

の地理教育論と，唐木清志氏の公民教育・社会

参加学習論を手がかりとして，地理教育と公民

教育との連携・協力にもとづく，「受け入れる」

視点を備えたシティズンシップ育成の可能性に
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図 1 架空の国際紛争の解決策を考える実践で， 生徒が提案した解決策の例

ついて考察する。

(1)「架空の紛争」を題材とした公民の実践の課題

ー地理教育との連携の視点から一

筆者は，公民（現代社会）を担当していた

2007年度，国際紛争の平和的解決を考えさせる

「法による平和」という実践を行った(14)。この授

業は，架空の国際紛争の解決策を国際法の形で提

案する試みを通じて，武力によらずに平和を実

現しようとする態度を育成することをねらいと

している。異なる考え方や利害をめぐって対立

しても，粘り強い議論や交渉によって合意形成

をはかることを目指しており，前章の結論であ

る，異質な他者を「受け入れる」というシティ

ズンシップの育成を意識した実践でもある。

授業ではまず，戦争と平和をめぐる考え方に

は，「戦争がなくなることで平和な世界になる」

「平和をまもるためには戦争もやむを得ない」

という 2つの考え方があることを紹介する。両

者の違いには賛否が分かれるものの，少なくと

も私たちは，戦争によって平和をもたらそうと

するのではなく，可能な限り「戦争のない平和

な世界」を目指す必要があることに気づかせる

（第 1時）。そのためには，実際に国家間におこ

る紛争を，武力によらずに，ルール（国際法）

によって解決することが重要であるとの理解に

立ち，架空の国際紛争の平和的解決策を「国際

法」として提案することを目指す（第 2時）。架

空の紛争は，沿岸の 2国A, Bが互いに領有権を

主張する無人島周辺で，両国が漁業権をめぐっ

て対立しているという設定で，生徒は両国が合

意可能な国際法（境界線に関する漁業協定）を

提案し，それらを公平性，実現可能性などの観

点から法的に評価する（第 3時）。図 lは，生徒

が実際に提案したもの（一部）である。

本授業は，それまで歴史教育に負うところが

多かった平和教育を，平和構築は現代社会の問

題でもあり，公民教育も積極的に担うべきであ

るとの観点から構想したものである。勤務校の

実践では生徒の反応もよく「平和について考え

させられた」「人を殺して得られる平和は平和と

はいえない」といった感想が寄せられ，授業に

も多方面から反響があっだ15)。

一方，実際に研究授業を実施すると，「なぜ

『現実の紛争』を取り上げないのか」「架空の紛

争ではリアリティがない」という批判が多く寄せ

られた。また「こうした紛争が実際に発生する

わけではない。もし生徒が将来現実の紛争に直

面し， 目の前に現実の敵が現れた場合，この学

習の成果によって『粘り強く議論しよう』とな

るかどうか疑わしい」という厳しい批判もあっ

た。

こうした指摘は，差異を「受け入れる」ことを
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H指したシティズンシップの育成において，少

なからず課題があることを示すものととらえる

ことができる。つまり，扱う題材が架空の紛争

であるということは，「受け入れる」用意をすべ

き実際の他者，紛争相手の顔が見えにくい。自

分（自国）とは価値観や考え方が異なる他者を

「受け入れる」視点が大切であるというとき，

その他者が「架空」であっては，内容に切実性

をもたせることができず，紛争の解決策も非現

実的なものになりかねないと考えられる。

このことは，実際の授業における生徒の反応に

よっても示されている。図 1左は，無人島周辺

の境界線を，両国岸に対して垂直に引く独創的

な案だが，別の生徒から「非現実的」「机上の議

論」との批判があった。また，図 1右のように，

無人島を「撃破」することで解決をはかろうす

るなど，現実の紛争解決に応用するのは難しい

と思われる意見を述べた生徒も多かった。

本実践のこうした課題を克服するためには，

考え方や価値観の異なる「現実の」他者の存在

を意識して，解決策を提案する必要がある。そ

のためには，こうした実践を公民教育だけで行

うのではなく，多文化教育・国際理解教育など

の実績のある，地理教育の力を借りる必要があ

ると考えられる。例えば，地理と公民の連携を

視野に入れることにより，本実践を以下のよう

に改善することが考えられる。

第 1時第2時の学習を踏まえて，第 3時で

はグループごとに現在世界でおこっている紛

争からいくつかを選び， 自然環境，民族構成，

宗教や文化，産業構造などの地理的分析を行

い，紛争の原因や背景を探究する。題材には，

最近の紛争で，比較的中立な立場から検討可能

な紛争を選択する。そのうえで，当事者双方の

主張を可能な限り考慮し，平和的解決への道筋

を「国際法」の形で提案する。さらに第 4時

でグループ発表を行い，グループが提案した国

際法の妥当性を全員で評価する。ここでは，法

的評価に加えて，「資料の分析・解釈は正確か」

「地域の人々の文化や習慣を尊重しているか」

など，地理的視点からの評価を加える。これら

を踏まえて，改めてグループで議論し，新たな

紛争解決の国際法を提案する。

このように地理と公民の連携を図った授業

を構想できれば，架空ではない，現実の紛争を

題材としながら，紛争の背景にある国際関係

や，民族問題，資源問題，生活や文化の問題な

ど，地域情勢に対する深い理解を養い，そのう

えで，可能な限り当事者の視点に立った，現実

的な解決策を提案させることが可能となる。当

初の実践が，現実感の乏しい，あじけない実践

になってしまったのは，実践者（筆者）が地理

教育に疎いこと，実践者の勤務校に地理が設置

されていないことを含めて，地理教育と公民教

育の連携を十分にはかることができなかったこ

とが，原因の一つと考えられる。

(2)地理教育の「価値判断・意思決定」と公民教育
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異質な他者を「受け入れる」視点を備えるた

めに現実の問題を題材として，公民教育と地

理教育が連携した授業の必要性を考察した。こ

れまで，公民教育と地理教育が連携して授業単

元を開発したり，そのことを通じてシティズン

シップを育成するということは，ほとんど行わ

れてこなかった。その原因の一つとして考えら

れるのは地理の授業のプロセスが，公民とは

大きく異なると考えられてきたことがある。公

民教育から見れば地理学の目的は，地域の特

徴の地理的分析であり，地理教育において，あ

る地域の地理的特徴の「人間にとっての功罪」

を判断したり，先述の実践が目指すような「地

域に向けての提言」をしたりすることは，行わ

れないと考えられているのである。

しかし，井田仁康氏は，地理教育のこうしたあ

り方に疑問を呈し，社会科・地理歴史科の地理

にあっては，「『価値判断・意思決定』『参加・行

動』までを含めた学習プロセスを展開すべきで

ある」と述べている(16)。つまり，地理学の成果に

もとづく地域の地理的分析を行うだけでなく，



それらを踏まえて，地理教育においては「価値

判断・意思決定」の学習を目指さなければなら

ない， と主張する。ある地理的事象が「なぜそ

こにあるのか」に加えて，それが「どうあるべ

きか」に関する学習も必要である， ということ

である。

先述した公民の実践では，扱う題材が架空の紛

争であるため，架空の「価値判断・意思決定」

を迫るにとどまっていた。地理教育のこうした

考え方に従えば架空の紛争を取り扱った授業

は地理との連携によって，より現実の「価値判

断・意思決定」に近づけることが可能となる。

地理教育における「価値判断・意思決定」の学

習は，公民教育の観点からも必要であることが

示されている。

(3)地理教育における「優しい人間の育成」

シティズンシップの育成という観点から，地

理教育における価値判断・意思決定を考えた場

合もう一つ考えておかなければならないこと

がある。それは，判断や決定が行われさえすれ

ば，内容はどうであってもよいか， ということで

ある。例えば，先述した筆者の実践で，ある生

徒は国際法を提案する課題をあえて避けて，「人

間は欲深い存在なので，ルールを決めてもすぐ

破られる。こんな取り組みは意味がない」と判

断した。また，「自分は， 自分の主張が受け入れ

られなければ，たたかいます」と述べた生徒も

あった。こうした価値判断・意思決定が，「受け

入れる」視点を備えたシティズンシップの育成

という意味において課題がないかどうか，議論

の余地がある。地理教育と公民教育の連携によ

るシティズンシップ育成の可能性を探るために

は，学習方法や学習プロセスはもちろん，学習

の理念や目標， 目指すシティズンシップのあり

方についても，共通理解を模索する必要がある。

このことについて，前出の井田氏は，地理教育

を通じた人間形成の方向性として「優しい人間

の育成」をテーマとすべきであるとし，以下の

ように主張している(11)0 
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「憂う」というのは人の悲しみで，その悲しみがわ

かる人を「憂う」に，人，つまリにんべんがついて

「優しい」という説明である。（中略）人閻形成の社

会科および地理では，様々な地域での人の悲しみや

喜び，工夫や苦労を知ることによって，「優しい人

間」を育成する。そのためには日本の外から，つ

まリ他国の人たちの目で，その国の事象や日本をみ

る必要がある。世界地理の学習において，他国の人

たちの目を通した見方・考え方を可能な限リ盛リこ

めれば社会科の地理的内容地理的分野および地

理において「優しい人間」を育成することに多大な

る貢献ができよう。

井田氏の教科観・科目観では，地理教育は，泄

界の事象を学ぶことを通じて，他者， とりわけ

考え方や価値観の異なる世界の人々の「憂い」

に共感すること＝「優しさ」の獲得が目的であ

るとされる。「公民的資質」の育成を目指す社会

科教育の一環として，地理教育を積極的に位置

づけ，地理を通じた人格形成＝「優しい人間の

育成」が目指されている。

地理教育ではこのほか，水山光春氏も，「シ

ティズンシップ地理」の授業の鍵概念を，社会

の多様な価値観を受け入れる「市民的多様性」

と位置づけて， リージョナルな環境問題（ごみ

袋有料化）の解決を目指す単元計画を提案して

いる (18)。また，泉貴久氏の学習指導計画「貧困

の原因をつきとめるーフィリピンを事例にして

ー」は，貧困の実情やメカニズムに関するデイス

カッションや資料分析を通じて， 自らの生活の

反省を含めて，貧困解消策を考えるとともに，

「貧困状態に置かれている人々の立場に共感す

る」という学習目標が掲げられている (19)。井田氏

もまた，先の戦争で激しい空襲を受けた離島の

風景を題材に，価値観や考え方の違いを反映し

た「景観の主観性」を考える「さとうきび畑」

の実践を紹介している (20)。この実践は，農地や

観光地の風景が，地理の学習を通じて，かつて



の戦場という「景観」へと変化することを考え

させており，最終的に，平和の大切さを考える

「優しさ」の獲得が目指されている。このよう

な，多様性への配慮や，他者への共感といった

「優しさ」の獲得を目指す地理教育は，前章で

述べた「受け入れる」視点に立った公民教育，

シティズンシップ教育と，ほとんどその方向性

を共有しているとみることができよう。このこ

とは，学習プロセスだけでなく， 目標や理念の

面においても，地理教育と公民教育とが連携し

たシティズンシップの育成の可能性を示すもの

ととられられる。

(4)シテイズンシップ教育の内容・方法における，

地理教育と公民教育の連携の可能性

本章ではここまで，①公民教育の実践の検討

から，公民教育にとっても，地理教育における

「価値判断・意思決定」という学習プロセスが重

要な役割をもつこと，②こうした地理教育の学習

プロセスは「優しい人間」の育成を目指して行

われるものであり，それは前章で述べた，差異

を「受け入れる」シティズンシップ教育と， 目

標を共通していること，の 2点を述べた。これ

を受けて，さらに深めておかなければならない

のは，①にかかわる，地理教育と公民教育の学

習「方法」の連携のあり方と，②にかかわる，

地理教育と公民教育の学習「内容」の連携のあ

り方である。本節では，この双方について，こ

れまでの議論を踏まえて，「内容」「方法」の順

に整理してみたい。

第一に，地理教育と公民教育の連携によるシ

ティズンシップ教育が，具体的にどのような「内

容」を対象とするか検討する。経済産業省の報

告書・宣言によれば，シティズンシップ教育の

内容は「公的・共同的な活動」「政治活動」「経

済活動」の 3分野が中心的となることを述べた

（第 1章(1)参照）。さらに報告書・宣言は，具体

的にこれらの領域において，シティズンシップを

発揮するためにどのような能力が必要かについ

て，「意識」「知識」「スキル」に分類して整理し
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ている（表 1)。これによると，シティズンシッ

プ教育で扱われる「知識」のほとんどが，現行

の中学校社会科公民的分野，あるいは高等学校

公民科で扱われていることがわかる。

しかし，表 1のうち，筆者によって下線を付し

た項目は，公民教育と地理教育において扱われ

ることが想定される内容である。特に「公的・

共同的な活動」に関する知識では，環境問題，

南北問題のように，公民教育と地理教育とに共

通する内容もあるが，まちづくりなど，公民教

育よりは地理教育で扱うのが自然と考えられる

項目も盛り込まれている。報告書では，地理教

育との連携に関する直接的な言及はないが，こ

れらの内容については，公民教育と地理教育と

の連携・協力が不可欠と考えられる。

第二に，シテイズンシップ教育の「方法」にお

ける，地理教育と公民教育の関係について考察す

る。これについては，地理教育における「価値

判断・意思決定」という学習プロセスが，公民

教育と連携したシティズンシップの育成にとっ

て重要であることを取り上げた。

図2は，井田氏による「地理教育における学

習プロセス」を模式的に整理したものである。

従来から地理教育では，①の知識獲得のプロセ

スが重視されており， とりわけ「分析・解釈」

の部分に関心が向けられてきた。井田氏は，地

理教育の学習プロセスが②へと広がることによ

り，①で培われた知識を踏まえて，②でより確か

な価値判断・意思決定を行うことができ，最終

段階の「参加・行動」につなげることができる

としている。経済産業省の報告書でも，シティ

ズンシップを発揮するためのスキルとして「情

報や知識を効果的に収集し，正しく理解・判断

する」「社会の中で，自分の意見を表明し，他人

の意見を聞き，意思決定し実行する」ことが必

要とされている（表 1参照）。このことからも，

②の態度形成まで含めた学習プロセスを地理教

育において展開することは，シティズンシップ

の育成という観点からみれば，不可欠であると



表 1 「シテイズンシップを発揮するために必要な能力の全体像」

意識（＝社会の中 自分自身に関する知識 向上心，探究心，学習意欲，労働意欲

で，他者と協働し能 他者とのかかわりに関する 人権・尊厳の尊重，多様性・多文化の尊重，異質な他
動的に関わりをもっ 知識 者に対する敬意と寛容，相互扶助意識，ボランティア
ために必要な意識） 精神等

社会の参画に関する意識 法令・規範の遵守，政治への参画，社会に関与し貢献

しようとする意識環境との共生や持続的な発展を考

える意識等

知識 ①公的・社会的な分野での 教養・文化・歴史，思想・哲学，社会的規範，ユニ

活動に必要な知識 バーサルデザイン，環境問題，南北問題，まちづく

立， NPO・NGO 等

②政治分野での活動に必要 わが国の民主主義のしくみ（国民主権，代議制，三権

な知識 分立，選挙制度，政党など），国民の権利・義務，基本

的な法制度，政府のしくみ（内閣，府省，財政など），

住民運動，住民参加，情報公開，戦争と平和，国際紛

争，海外の政治制度等

③経済分野での活動に必要 市場原理，景気，資本主義のしくみ，ボーダーレス経

な知識 逢消費者の権利，労働者の権利，多様な職業の存在

と内容，税制，社会保障制度（年金，保険等），金融・

投資• 財務，家計，医療・健康（薬物や食を含む），悪

徳商法対応，各種ハラスメント，犯罪・違法行為， CSR

（企業の社会的責任） 等

スキル（＝多様な価 自己•他者・社会の状態や 自分のことを客観的に認識する力，他者のことを理解

値観・属性で構成さ 関係性を認識・理解するた する力，物事を俯廠的にとらえ全体を把握する力，物

れる社会で， 自らを めのスキル 事を批判的に見る力 等

活かし， ともに社会 情報や知識を効果的に収集 大量の情報の中から必要なものを収集し，効果的な分
に寄与するために必 し，正しく理解・判断する 析を行う力， ICT・メデイアリテラシー，価値判断力，
要なスキル） ためのスキル 論理的思考力，課題を設定する力，計画・構想力 等

他者とともに社会の中で， プレゼンテーションカ， ヒアリングカ，デイベート，

自分の意見を表明し，他人 リーダーシップ，フォロワーシップ（多様な考えや価

の意見を聞き，意思決定 値観の中で，批判的な目でチェック機能を果たした

し，実行するためのスキル り， リーダーの意を汲んで行動したり，適切な役割を

果たす力），異なる意見を最終的に集約する力，交渉

カ，マネジメント，紛争を解決する力， リスクマネジ

メント等

（注 1, 『報告書』 24ページ，『宣言』 7ページをもとに作成。下線は筆者）

~[;][;] 結果提示

発 表

価値判断

意思決定

① 知識獲得のプロセス

② 態度形成を含めたプロセス

図 2 地理教育における学習プロセスの構造と公民教育との関係（注 16,18ページより（一部加筆））
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図 3 地理・歴史・公民教育を通じたシティズンシップの育成の過程（注 21をもとに作成）

考えられる。

一方，公民教育の立場からは，シティズンシッ

プの育成のために， どのような学習プロセスが

想定されているだろうか。これについては，唐

木清志氏の分析が参考になる。唐木氏は，公民

教育のうち，提案や行動を重視した「社会参加

学習」におけるシティズンシップの育成の過程

について，図 3のように示している(2閃O

新しい学習指導要領では，「生きる力」の育成

を目指して，「知識の習得・活用に，探究する過

程を取り入れる」という学習プロセスが重視され

ている(22)。唐木氏はこうした方向性を，社会科で

は「知識の①習得・②探究・③活用の 3段階」

としてとらえることができ，各段階に特化した

授業を，①社会のしくみを理解する授業，②社

会のしくみを分析する授業，③社会のしくみを

創造する授業， と位置づけられるとした。その

うえで，社会参加学習を「③社会のしくみを創

造する授業」に位置づけることで，「教室で習得

した知識・技能を現場で活かし，現場で見たこ

と．感じたことを教室で振り返る作業を繰り返

こうして，生徒は市民的資質 (citizenship)す。

を身につけ，市民へと成長していくのである」

と，シティズンシップの育成における①～③の

学習プロセスの意義を強調している(23)。

図3の「習得・探究・活用」という学習プロ

セスは，図 2の，地理教育における学習プロセ

スに，そのままあてはめることができる。つま

り，図 2の「課題の把握」から「価値判断・意

思決定」までが，図 3の「習得」「探究」にあた

り，図 2の「参加・行動」は図 3の「活用」に

あたる。このように地理教育と公民教育の学

習プロセス，学習の方法論を，シティズンシッ

プの育成という観点からとらえなおした場合，

両者はおおむね共通していると見ることができ

る。

もっとも，図 3の「習得・探究・活用」のプ

ロセスは，新しい学習指導要領においても，特

定の教科・科目に限られた方法論とされている

わけではない。こうしたプロセスを視野に入れ

たシティズンシップ育成の試みは，歴史教育の

分野でも先行研究がある碑。こうした観点に立て

ば，シティズンシップの育成は，公民教育のみ

ならず，地理教育・歴史教育においても中心的
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な役割を果たすことができ，社会科教育全体と

して総合的に展開される可能性をもつものであ

ると言うことができる。

4 おわりに一本論文の成果と課題一

本論文では，社会科教育で重要とされる「シ

ティズンシップの育成」について，シティズン

シップに関する最近の議論を踏まえ，「アクティ

ブ」でない他者も「受け入れる」視点に立つこ

とが必要であることを主張した。さらに，そう

した視点を備えるために，公民教育と，地理教

育との連携におけるシティズンシップの育成が

有効であることを筆者の授業実践と，地理教

育・公民教育の内容・方法論を手がかりに主張

した。

以上の主張を踏まえて，本論文の成果と課題

は以下の 2点に整理される。

第一に，社会科教育の分野において，これま

であまり批判的に論じられることの少なかった

「シティズンシップ」について，その「アクティ

ブ」さが過度に強調されると，社会科教育の理

念・目標とはおよそ相容れない「排除」の空気を

生みかねないことを明らかにした。社会科教育

の分野では，シティズンシップをもっぱら「市

民的資質」と訳すことが多いが，政治学や社会

学などの領域では，これを主に「市民権」と訳

し，参政権を中心に，市民が政治や社会のあら

ゆる問題に影響力を行使する「権利」ととらえ

ている。そこでは，例えば，少数民族や，生活

に特別な支援を必要とする人など，「権利」が最

初から与えられなかったり，与えられていても

その行使がままならなかったりと，シティズン

註
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